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第１ 支援金の概要について 

 

Ｑ１ 支援金の事業目的は何ですか。 

（回答） 

物価高騰の影響により経費負担の増加に直面している医療機関等に対して、施設の光

熱費（電気料金、ガス料金）、透析患者送迎及び訪問診療等に用いる車両の燃料費の高騰

分及び食材費の高騰分への支援金を交付することにより、医療機関等の運営に支障が生

じないようにし、地域における医療提供体制の維持を図ることを目的としています。 

 

Ｑ２ 支援金の交付対象となる施設を教えてください。 

（回答） 

 ＜光熱費高騰分＞ 

保険医療機関（病院、有床診療所、無床診療所、歯科診療所）、薬局、助産所、施術所

及び歯科技工所 

＜燃料費高騰分＞ 

透析医療機関及び訪問診療・訪問歯科診療等実施医療機関 

＜食材費高騰分＞ 

  病院、有床診療所、有床歯科診療所 

 

ただし、それぞれの施設ごとに交付要件がありますので、詳細は支援金の交付要綱を

ご確認ください。 

 

Ｑ３ 支援金はいくらもらえますか。 

（回答） 

支援金額は施設・区分により異なります。 

＜光熱費高騰分＞ 

・病院、有床診療所（３床以上）１床当たり      ２万円（定額） 

・有床診療所（２床以下）、無床診療所、歯科診療所、薬局、助産所 

                １施設当たり     ５万円（定額） 

・施術所、歯科技工所       １施設当たり    ２万円（定額） 
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＜燃料費高騰分＞ 

・透析患者通院送迎区分  自動車 1 台当たり      ５万円（定額） 

・訪問診療及び訪問歯科診療  自動車１台当たり  １万１千円（定額） 

※介護報酬を請求した実績のある医療機関等は、県福祉局が 2 月中旬から実施する

「令和５年度愛知県社会福祉施設物価高騰対策支援金（介護区分）」の対象とな

る可能性がありますので、ご確認ください。 

＜食材費高騰分＞ 

・病院、有床診療所、有床歯科診療所 １床当たり ６．４千円（定額） 

 

第２ 支援金の交付対象について 

 

１ 共通事項 

Ｑ４ 近々、開業（開店）する予定ですが、支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

令和 5 年 10 月 1日時点で開業（開店）されている医療機関等が交付対象になります。 

 

Ｑ５ 近々、廃業（閉店）する予定ですが、支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

令和 6 年 3 月 31日までに廃業（閉店）する場合は、交付対象になりません。 

 

Ｑ６ 近々、休業する予定ですが、支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

令和 5 年 10 月 1 日から令和 6年 3月 31日まで継続して運営している施設が交付対象

になります。 

 

Ｑ７ 
今年度、一時期休業していましたが、支援金の交付申請日時点では営業してい

ます。支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

令和 5 年 10 月 1 日から令和 6年 3月 31日まで継続して運営している施設が交付対象

になります。 
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Ｑ８ 近々、移転する予定ですが、支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

愛知県内に移転する場合は、交付対象になります。 

ただし、交付対象になるのは、移転前又は移転後いずれか一方の施設のみです。 

 

Ｑ９ 
施設は愛知県内にあるのですが、本部（本社）は愛知県外にあります。このよ

うな場合、支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

交付対象になります。 

 

Ｑ10 
訪問診療のみ行っていますが、光熱費高騰分の支援金の交付対象になります

か。 

（回答） 

診療行為を行う施設をもたない場合は、交付対象になりません。 

ただし、透析患者送迎、訪問診療及び訪問歯科診療等に用いる車両の燃料費の高騰分

への支援金の交付対象になります。それぞれの車両ごとに要件がありますので、詳細は

支援金の交付要綱をご確認ください。 

 

Ｑ11 
同じ建物内で 2施設以上をテナントとして入居し、運営しています。いずれの

施設とも支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

交付対象になります。申請者が保有している建物ではなく、同じ建物内の別々のテナ

ントで入居し、運営している場合は申請者が同じでも施設名が異なるため、申請は可能

です。 

 

Ｑ12 

愛知県保健医療局医務課が実施しているこの支援金と、愛知県福祉局が実施し

ている福祉施設向け物価高騰対策支援金の両方を重複して申請することはでき

ますか。 

（回答） 

同一の対象経費（光熱費・燃料費・食材費）を重複して申請することはできません。 

  例えば、本支援金と福祉施設向け物価高騰対策支援金の両方で光熱費高騰分 

を対象とする支援金を申請することはできません。 
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【光熱費高騰分】 

２ 病院、有床診療所 

Ｑ13 
年度途中で病床数が増加（又は減少）しました。このような場合、病床数はい

くつにすればよいですか。 

（回答） 

 令和 5年 10月 1日から令和 6 年 3 月 31 日までに継続して稼働している病床数（空床

を含む）としてください。 

なお、病床数が 2 床以下の場合は、交付額が 1施設当たり 5万円（無床診療所の交付

額を適用）となりますのでご注意ください。 

 

Ｑ14 
現在、病床を休床しています。このような場合、病床数はいくつにすればよい

ですか。 

（回答） 

休床している許可病床を除いた病床数としてください。 

 

（回答） 

休床の届出を行っている病床であっても、新型コロナ患者の受入を行っている病床は、

支援金の交付対象となります。 

 

（回答） 

医師や看護師の人員不足等の理由により、実態として患者の受入を行っていない病床

のことを指します。 

 

Ｑ17 
同じ建物内で病院と薬局を運営しています。両施設とも支援金の交付対象にな

りますか。 

（回答） 

交付対象になります。 

 

Ｑ15 
休床の届出を行っていますが、新型コロナ患者の受入を行っている病床があり

ます。このような病床は、支援金の交付対象となりますか。 

Ｑ16 要綱上の休床とは何ですか。 
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３ 薬局 

Ｑ18 保険薬局の指定を受けていませんが、支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 

  保険薬局の指定を受けていなくとも、愛知県知事（保健所設置市においては市長）の

薬局開設許可を受けていれば交付対象になります。 

 

Ｑ19 
医薬品の店舗販売業の許可を受けていますが、支援金の交付対象になります

か。 

（回答） 

  店舗販売業、配置販売業及び卸売販売業等の医薬品販売業の許可施設は、交付対象に

なりません。なお、詳細については、愛知県医薬安全課薬事グループ（電話 052-954-6303）

にご確認ください。 

 

４ 助産所 

Ｑ20 

産婦の自宅へ出張しての助産や、オープンシステム利用による分娩対応は行っ

ていますが、自らの施設内での分娩取扱は行っていません。支援金の交付対象に

なりますか。 

（回答） 

  自らの施設内で分娩を取り扱っていない助産所は、交付対象になりません。 

 

５ 施術所 

Ｑ21 

あん摩マッサージ指圧・はり・きゅうの施設と柔道整復の施設の両方を同一建

物内で運営しています。支援金の交付申請を行う場合、どのように申請すればよ

いですか。 

（回答） 

  同一建物・同一スペースにおいて複数のサービス種別を提供している場合、双方の施 

設・事業所を重複して申請することは出来ません。サービス種別を一つ選択して申請し

てください。 

 

６ 歯科技工所 

Ｑ22 病院や歯科診療所内の歯科技工室は支援金の交付対象になりますか。 

（回答） 
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  病院又は歯科診療所で診療中の方のみを対象に歯科技工を行っている場合、歯科技工

士法上の歯科技工所には該当しないため、交付対象にはなりません。 

 

【燃油価格高騰分】 

６ 透析・訪問診療 

Ｑ23 どういう用途の車両が対象となりますか。 

（回答） 

  令和 5 年 10 月 1 日時点で所有し、令和 6 年 3 月 31 日まで使用している、以下の車

両です。なお、事業者が燃料費を負担している必要があります。 

【透析患者通院送迎区分】 

透析患者の通院送迎のために専ら使用している車両。 

※私用車両は不可 

【訪問診療区分・訪問歯科診療区分】 

訪問診療・訪問歯科診療のために専ら使用している車両。  

 

Ｑ24 法人所有の車以外でも対象となりますか。 

（回答） 

 訪問診療区分と訪問歯科診療区分において、職員の自家用車により保険医療サービス

等を実施している場合は対象となります。（ただし、事業所あたりの医師・歯科医師の常

勤換算数（小数点以下切り上げ）が上限となります。） 

 

Ｑ25 リース車両を使用していますが、交付対象になりますか。 

（回答） 

 燃料費を事業者が負担している場合は交付対象になります。 

 

Ｑ26 

事業所が燃料費を負担する車両が対象とされているが、訪問診療で職員の自家

用車を使用する場合、職員への燃油代は従来から定額支給で、今般の高騰分は加

味していない。この場合でも支援金の対象となりますか。 

（回答） 

 訪問診療を行う医師が、自家用車を使用して利用者の居宅へ訪問し医療を提供する場

合において、本支援金の対象となるのは、事業所が当該燃油代を負担する場合のみです。 
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これは、今般の高騰分を含む負担であり、従来からの定額支給額に変更がないなど、高

騰分を事業所が負担していることが説明できない場合は対象となりません。 

 

Ｑ27 
複数の事業所において同一の車を使用している場合はどのように申請すれば

よいですか。 

（回答） 

 主たる事業所において申請してください。（重複申請はできません。）。 

 

Ｑ28 常勤換算による医療機関あたりの申請台数に制限がある区分は何ですか。 

（回答） 

 訪問診療区分及び訪問歯科診療区分です。透析患者通院送迎区分に該当する医療機関

を申請する場合は、様式第 4別紙の医師・歯科医師の常勤換算人数及び申請可能台数の

記載は不要です。 

Ｑ29 車両の常勤換算による台数制限の対象となる業務は何ですか。 

（回答） 

 訪問診療区分については医師、訪問歯科診療区分については歯科医師です。 

 

【食材費高騰分】 

７ 病院・有床診療所・有床歯科診療所 

Ｑ30 対象となるのはどのような病床ですか。 

（回答） 

  対象となる病床については、Q13から Q16と同様です。 

 

Ｑ31 稼働はしているが、食事を提供していない病床は対象になりますか。 

（回答） 

  対象となります。本支援金における食材費の高騰対策支援については、厚生労働省の

令和 5 年 11 月 6日付け事務連絡に基づいており、事務連絡では、許可病床数に応じて支

援することとされているため、稼働はしているが食事を提供していない病床も対象とな

ります。 
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第３ 支援金の交付申請について 

 

１ 共通事項 

Ｑ32 
支援金の交付申請は、インターネットを利用した電子申請と郵送による申請の

どちらでもよいのですか。 

（回答） 

 原則として、インターネットを利用した電子申請により申請してください。 

ただし、インターネットを利用できない場合は、郵送による申請も可能です。 

 

Ｑ33 支援金の交付申請期限はいつですか。 

（回答） 

申請期限は、令和 6 年 3月 29日（金）です。 

インターネットによる申請の場合は、令和 6 年 3月 29日（金）までに申請データの入

力を完了してください。 

また、郵送による申請の場合は、令和 6年 3 月 29日（金）まで（当日消印有効）に郵

送してください。なお、紛失等のトラブルに備えて配達状況が追跡できるよう、可能な

限り、簡易書留やレターパックなどをご利用ください。（郵送代、簡易書留やレターパッ

ク料金は、交付申請者の自己負担です。） 

 

Ｑ34 
有床の施設と無床の施設の両方を運営しています。支援金の交付申請をまとめ

て行う場合、どのように申請すればよいですか。 

（回答） 

  ＜電子申請による申請の場合＞ 

  有床施設分と無床施設分を分けて申請する必要があります。 

① マイページへのログイン画面で申請をする有床施設のうち 1 つの問合せ番号を入

力し、メールアドレス（事業者 ID）と電話番号を入力してください。 

② 入力したメールアドレスにマイページのパスワード設定メールが届きますので、

パスワード設定後に有床施設分のデータ入力を行って申請を完了してください。 

③ マイページへのログイン画面から申請をする無床施設のうち 1 つの問合せ番号を

入力し、メールアドレス（事業者 ID）と電話番号を入力してください。 

④ マイページのパスワード設定メールからパスワードを設定し、無床施設分のデー

タ入力を行って申請を完了させてください。 
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※なお、マイページは、同一のメールアドレスを使用して 2つ作成することができな

いため、1 つ目のマイページを作成した際のメールアドレスとは異なるメールアドレ

スを用いて 2 つ目のマイページを作成してください。 
 

  ＜郵送による申請の場合＞ 

   有床施設分を様式第 1と別紙 1 に、無床施設分を様式第 2 と別紙 2に記入して申請 

してください。 

 

Ｑ35 支援金の交付申請は、何回でもできますか。 

（回答） 

1回限りです。 

 

２ 交付申請のためのデータ入力（記入） 

（１） 「交付申請書」（様式第 1、様式第 2、様式第 3、様式第 4） 

Ｑ36 
個人事業主ですが、「代表者職名」と「代表者氏名」欄は、何を入力（記入）

すればよいですか。 

（回答） 

空欄としてください。 

 

Ｑ37 
支援金の振込先口座をゆうちょ銀行の口座にしたいのですが、「支店番号」欄

と「口座番号」欄は、どのように入力（記入）すればよいですか。 

（回答） 

ゆうちょ銀行のウェブページをご確認の上、入力（記入）してください。 

＜ゆうちょ銀行のウェブページの URL＞ 

https://www.jp-bank.japanpost.jp/kojin/sokin/furikomi/kouza/kj_sk_fm_kz_1.html 

 

Ｑ38 
「口座番号」欄が 7桁分ありますが、支援金の振込先の口座番号は 7桁未満で

す。どのように入力（記入）すればよいですか。 

（回答） 

 7桁になるように、最初に「0」を入力（記入）してください。 

 例）支援金の振込先の口座番号「123456」→「0123456」と入力（記入）する 
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Ｑ39 委任事項は、どのような場合に必要ですか。 

（回答） 

  支援金の交付を申請される方と、支援金を受け取られる方の口座名義が異なる場合に

必要になります。例えば、申請される方が医療法人の理事長で、受け取られる方の口座

名義が医療法人の会計や経理のご担当者様などの場合、申請書に医療法人の理事長から

医療法人の会計や経理のご担当者様への委任事項の記載が必要になります。詳細は、ポ

ータルサイトに掲載している「委任が必要になる場合」を確認してください。 

 

Ｑ40 押印は必要ですか。 

（回答） 

 必要ありません。 

 

Ｑ41 
申請フォームで問合せ番号を入力した際に自動反映される情報に誤りがある

のですが、どうすればよいですか。 

（回答） 

  入力した問合せ番号が一致しているかご確認ください。情報に誤りがある場合は、以

下の問い合わせ先にお電話ください。 

＜愛知県医療機関等物価高騰対策支援金事務局コールセンター＞ 

 ・電話番号：050-1731-8229 

 ・受付時間：平日の午前 9 時から午後 5時まで 

    （土曜日、日曜日、祝日は、受付しておりません。） 

 

（２） 「申請施設の一覧表」（様式第 1別紙、様式第 2別紙、様式第 3別紙） 

Ｑ42 
支援金の交付対象になる施設が 1つしかない場合でも、作成する必要がありま

すか。 

（回答） 

 作成する必要がありません。複数施設を申請する場合のみ作成する必要があります。 

 

Ｑ43 問合せ番号がわかりません。何を入力（記入）すればよいですか。 
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（回答） 

  問合せ番号は、愛知県から交付対象となる各事業者へ送付した通知文の宛名欄に記載

のある 6ケタの番号です。なお、問合せ番号一覧は、ポータルサイトにも掲示してあり

ます。 

 

【燃油価格高騰分】 

（３） 「申請施設の一覧表」（様式第 4別紙） 

Ｑ44 
支援金の交付対象になる車両が 1つしかない場合でも、様式第 4 別紙は作成す

る必要がありますか。 

（回答） 

 作成する必要があります。 

 

Ｑ45 どうやって常勤計算をしますか。 

（回答） 

 医師又は歯科医師の当該医療機関での勤務延べ時間数を、当該医療機関において常勤

が勤務すべき時間数で除することにより、常勤換算してください。 

 

例） 

医師 2 名（常勤医師 1 名：週 40時間勤務、非常勤医師 1 名：週 16時間勤務）の場合 

 

1（常勤医師の人数）＋16（非常勤医師の週勤務時間）÷40（常勤医師の週勤務時間） 

＝1.4 人 ⇒申請可能台数 2 台（小数点以下切り上げ） 

 

第４ 支援金の支払いについて 

 

Ｑ46 支援金の交付申請をしたのですが、いつ頃お金が口座に振り込まれますか。 

（回答） 

交付申請を受け付けた順に事務処理を進めます。振込は順次行いますので、振り込ま

れるまで、しばらくお待ちください。 

 

Ｑ47 支援金が振り込まれるときに、県から連絡はもらえますか。 
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（回答） 

  県から特段の連絡はいたしません。通帳をご確認ください。 

なお、通帳には、「ｱｲﾁ ｲﾑｶﾌﾞﾂｶ」と記載されます。 

 

第５ その他 

 

Ｑ48 
支援金を受け取った後に、消費税の仕入控除税額の返還を行う必要はあります

か。 

（回答） 

必要ありません。 

 

（回答） 

  ホールディングスの代表者がまとめて申請を行うことができます 

 

（回答） 

  県の交付要綱上、県以外の国や市町村から支援金を重複して受け取ることは可能です 

が、国や市町村が実施する他の支援金が重複を認めない場合もありますので、詳細は支 

援金を実施する国や市町村にご確認ください。 

Ｑ49 
複数の医療法人を統括するホールディングスが支援金の申請を行う場合、まと

めて支援金の交付申請を行うことができますか。 

Ｑ50 
この支援金とあわせて、国及び市町村が実施する同目的の支援金の交付を受け

ることはできますか。 


